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デジタル化、グローバル化、高齢化で新たな機会と同時に、労働者間
の格差が拡大するリスクももたらされる

仕事を巡る環境は、技術の進歩、グローバル化、高齢化によって変化している。また、新たな組織ビジ
ネスモデルや労働者の選好の変化により、新たな就業形態が出現している。技術の変化やグローバル化に
よって雇用破壊が引き起こされるという懸念が広がっているが、雇用全般の急激な落ち込みはなさそうで
ある。消える職務や業務がある一方で、新たに生まれるものもあり、雇用は伸びてきている。このような
転換が生じる中で主要な課題となるのが、斜陽産業や地方の労働者が新たな雇用機会に移行するのを管理
することである。また、雇用の質についても懸念がある。雇用契約の多様化で柔軟性がもたらされるのは
多くの企業や労働者にとって喜ばしいことだが、非正規 の仕事の質を確保することが重要な課題として残
る。さらに、労働市場の構造調整のコスト分担を均等にする断固とした政策措置が取られなければ、労働
市場の格差は一段と広がる可能性がある。リスクは存在するが、多くの機会も存在しており、さらに仕事
の未来は変更不能ではない。正しい政策と制度があれば、仕事の未来は、誰もがより多くの良質な仕事を
手にできるものとなるだろう。

高等教育を受けていない若者の労働市場における成果は、ほとんどの
国で悪化した

この 10 年で、高等教育の学歴を持たない若者を巡る労働市場の状況は多くの国で悪化し、失業してい
たり、非正規雇用や低賃金の仕事に就いていたりする人の割合が高まっている。こうした変化は、景気低
迷という短期的な出来事の副産物ではなさそうであり、今後数年間に及ぶ大きな政策課題となっている。
性別に見ると、複数の国々において、男性の失業や非正規雇用が増加している。それでも、女性の方が依
然として失業したり非正規雇用に就いたりする人の割合が高く、また低賃金の仕事に就く可能性も高い。

すべての労働者が、雇用形態に関係なく、十分な雇用保障を受けられ
るようにすべき

新しい非標準的な労働形態が出現し、概ね単一の雇用主のもとで勤める正社員を対象として設計された
雇用規則に課題が提起されている。雇用形態は、各種の権利と保障への入り口となる。したがって、労働
者の正確な分類（と誤分類への対応）が、非標準的な働き方をする労働者が労働・社会保障や団体交渉、
生涯学習の制度を利用できるようにするための重要な一歩となる。しかし、一部の労働者は雇用者と自営
業者の間の「グレーゾーン」におり、雇用形態が全く曖昧な場合がある。このグレーゾーンの大きさは最
小限にとどめるべきだが、労働市場規制を拡大適用して、労働者を十分に保護するとともに、こうした規
則を尊重する企業が不利益を被らないようにする必要がある。雇用主・顧客と労働者の間の権力の不均衡
の問題に対処するには、雇用主の市場における権力の乱用に対する取り組みも必要である。その方法とし
て、雇用主による労働市場操作の防止、競争避止協定の範囲の制限、雇用主と労働者の入手できる情報に
おける不平等の是正などがある。
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団体交渉は、仕事の未来を築くための柔軟な補完的手段になる
団体交渉は、労働環境の変化に伴う機会や課題に対し、労働者や企業が適応するのを助ける。合意に基

づく柔軟な解決に至る手段として、団体交渉は、新たな権利の形成や新技術の利用規制、労働市場の安全
性や適応性の促進に寄与することができる。しかし、労働者、特に非正規労働者の組織化が低迷すると、
団体交渉とって深刻な課題となる。そこには、自営業に分類される労働者の場合、団体交渉権は競争法の
侵害にあたるとみなされかねないので、彼らにとってそれが法的な障害となるという側面が反映している。
これに関連して、OECD 加盟国の中には、一部の非標準的な労働者に対して団体交渉権を拡大適用してい
る国もある。しかし、実務的な課題は残されたままだ。雇用主の組織は、新しい業務形態の出現により、
その真価が問われている。既存の労働組合が非標準的労働者に手を差し伸べる戦略を立てる一方で、労働
者を代表する新たな手段も登場している。

労働市場の変化を労働者が乗り切れるようにするには、成人学習の強
化が肝要である

効果的な成人学習によって、技能の劣化を防ぎ、衰退傾向の職業や産業部門から拡大傾向にあるそれへ
の移行を促進することができる。成人学習プログラムを大幅に見直し、その対象範囲の拡大や質の改善を
図ることが、労働環境の変化の便益を生かす上で不可欠である。OECD 加盟国のどこでも、研修の参加率
が最も低いのは、非標準的な労働者のほか、未熟練労働者や高年齢労働者、失業者など、研修を最も必要
とする人たちである。こうした人たちは、研修受講に際して、研修の選択肢が少ない、あるいは意欲、時
間、お金、雇用主の支援がないなど、いくつかの障壁にぶつかっている。政策の選択肢としては、企業や
個人の間に学びの文化を築く、研修受講の時間的、金銭的制約を取り除く、雇用形態を理由とした研修の
利用しやすさにおける不平等に対処する、リスクを抱えた人たちへの企業研修を奨励する、転職時に研修
受講権を移行できるようにする、といったことが中心となっている。また研修は、効果が発揮されるよう、
良質で労働市場のニーズに即したものとしなければならない。それには、享受する利益に応じて関係者が
分担する形で十分かつ持続可能な資金提供を行うことや、各国が様々な成人学習制度を統合して機能させ
られるようなガバナンスの取り決めが必要である。

社会保障制度の改革により、弱い立場の人たちに引き続き支援が届く
ようにしなければならない

社会保障制度は、労働市場の変化の速度や程度について不確実性が高まっている現状において、安定確
保の重要な役割を担っている。だが、社会保障制度は、特に雇用形態が不安定な労働者には利用しづらい
ことがある。キャリアパターンの変動性が高まり、雇用形態が多様化する中で、給付金受給権や納付負担
を過去または現在の雇用と関連付ける支援のあり方に課題が潜んでいる。現行の社会保障制度には多くの
長所があり、今後も存続するだろう。しかし、リスクの変化に制度を適応させていく必要がある。主な優
先事項としては、保障制度の機動性を十分に高めて国民の支援ニーズの変化に対応できるようにする、転
職時に給付金受給権を移行できるようにする、適用範囲や雇用支援を就業形態の変化に適応させるといっ
たことが挙げられる。また、社会保障の需要の変化に財政的支援水準を合わせるには、措置を新設または
拡充した場合の資金繰りについて積極的な政策論議を行う必要がある。

あらゆる人に有効な未来のための移行計画を立てる時が来ている
より包摂的で、実りある仕事の未来を築くために、介入を最も必要とする人を対象とした政府一体の取

り組み、「あらゆる人に有効な未来のための移行計画( Transition Agenda for a Future that Works for All)」
が求められる。政策の選択肢には、ほとんど財政コストを要しないものもあれば、税収増すらもたらし得
るものもある。しかし、他の多くの選択肢、特に社会保障と成人学習を強化する選択肢には、大幅な追加
資源が必要である。主要政策の効力や対象設定を向上させるためにできることは多々あるが、それには包
括的な支出見直しに取り組み、公共政策目標と解決策に関する政府一体の取り組みを深めることが求めら
れる。だが、財源改善の必要が生じる可能性もあり、その場合は税制について掘り下げて検討する必要が
ある。
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